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＜論　文＞
メキシコ市における市民参加１）の展開と
80 年代後半の民衆運動２）
小　林　操　史
Development of citizen participation in Mexico City and the popular 
movements in the latter half of the 80's
KOBAYASHI, Soshi
Since the 1985 Mexico City earthquake, expanding citizen participation has been playing 
an important role in the discussion about the democratization in Mexico.  
This paper examines two popular movements that developed after the earthquake: the 
Coordinadora Unica de Damnificados (CUD) and the Asamblea de Barrios (AB), in 
consideration of the situation of the citizen participation of Mexico City.  
The inhabitants of Mexico City had left behind in the citizen participation. Through the 
CUD and AB movement, however, they became the actor for the participation. This paper 
concludes that these two movements spurred the democratization and the development of 
the citizen participation in Mexico City. 
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はじめに
メキシコでは制度的革命党（Partido Revorcionario Institucional: PRI）が長期間にわたっ
て事実上の一党独裁体制を続けてきたが、70 年代以降段階的に進められてきた選挙制度改革に
よって連邦レベルでの民主化が進んできた。1996 年の選挙法改正において公正な選挙の実施を
保証する制度がととのった後、2000 年の大統領選挙で国民行動党（Partido Acción Nacional: 
70 小林　操史：メキシコ市における市民参加の展開と 80 年代後半の民衆運動
PAN）のビセンテ・フォックスが勝利することで、少なくとも形式的な民主化が達成されたと
される３）。この民主化と前後して進んできたのが地方分権化への流れであり、それに伴って州
の自立化が進んでいる。かつてはすべての州知事が大統領から指名され、州議会でも PRIの
支配が及んでいたが、近年では野党州知事が徐々に増加している。その内訳は 2010 年末の時
点で PRIが 19、 PANが 7、民主革命党（Partido de la Revolución Democrática: PRD）が 5、
コンベルヘンシア党（Partido Convergencia）が 1となっており、メキシコの政治体制は多元
的になりつつあるといえる。したがって、現在のメキシコ研究に求められることは、地方政治
の多様性に留意しながら、民主主義の実質面を考察することであろう。近年のメキシコにおい
て市民参加が活発化し、多くの地方自治体における市民参加の比較研究が行なわれるなどして、
民主化の議論の中で重要な位置を占めるようになってきていることは注目に値する４）。
このような状況をふまえて、ひとまず本稿ではメキシコの首都であるメキシコ市（la 
Ciudad de México, またはMéxico DF）に焦点を当て、市民参加がどのような経緯をたどって
きたのか、そして今日の発展に至る契機とは何だったのか探っていくことを目的とする。市民
参加がつねに権力側からの取り込みや動員と裏合わせになっていることを考慮すると、民主主
義の質を保証するものとしての市民参加にとっては、参加者たちの主体性が前提条件となるは
ずである。その主体性の獲得という重大な契機をへて、メキシコ市の市民参加は今日にまで至
ると考えられる。本稿では特に 1985 年にメキシコ市を襲った大地震の後に展開された一連の
民衆運動として、被災者統一調整委員会（la Coordinadora Unica de Damnificados: CUD）と
メキシコ市住民会議（Asamblea de Barrios de la Ciudad de México:AB）という 2つの組織
の活動に着目し、上記の観点からその役割を考察する。
この時期のメキシコ市における民衆運動はこれまでも繰り返し論じられてきた。たとえば
CUDの運動については、マッソロ（Massolo 1986）やビジャ（Villa 1987）などが早い段階か
ら CUDの創設から運動の展開までを詳細に記している。この運動の意義について、民主化の
担い手として評価したのがタヴェラ -フェノジョサである。彼女は地震被災者の運動が民主的
な市民としての能力を示し、政府によるメキシコ市民の政治的排除の正当性に疑問を突きつけ
た結果、民主化の道を切り開いたと論じ（Tavera-Fenollosa 1999b）、また、この運動は「メキ
シコ市の住民は民主的な規範によって結び付けられた関係を確立する能力を持っていることを
示し、被災者運動がメキシコ市における市民参加の新たな言説を創出するための媒介物となっ
た」（Tavera-Fenollosa 1999a:143）と主張している。
その見解は妥当だと考えるが、しかし民主化の流れを考える上では CUDの役割のみを強調
するのでは不十分である。地震被災者の運動からさらなる発展があったことが指摘されなけれ
ばならない。この CUDの運動を継承する形で展開したのが ABの運動である。ABの運動の
展開については、クエジャル・ヴァスケス（Cuéllar Vázquez 1993）が創設から 88 年の大統
領選挙までの期間を中心に年代順に詳細に著しているほか、ハーバー (Haber 2006) が他の都
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市民衆運動との比較研究の中で ABを 80 年代の抗議サイクルの頂点において出現したものと
捉え、88 年の大統領選挙に参加していく過程を論じている。本稿において、事実関係について
の記述の多くはこれらの先行研究に依拠しながら再構成されたものである。本研究の特色は、
それを踏まえたうえでこれらの運動をメキシコ市における市民参加の歴史的展開の中に位置付
け、公刊された書物に記録されている活動家たちの証言を参照しつつ、CUDから ABという
運動の展開がメキシコ市における市民参加に対してどのような意義が認められるか検討した点
にある。
以下ではまず第Ⅰ章で 85 年以前のメキシコ市の市民参加の状況を概観する。ここでは、メ
キシコ市において具体的にどのような市民参加の制度が存在し、どのような役割を果たしてき
たのか論じる。第Ⅱ章では地震前後に展開された民衆運動について詳述する。とくに CUDが
どのような組織によって結成されたか、また結成後被災者運動としてどのような活動を行ない、
いかなる成果を得たのか論じる。続く第Ⅲ章では、ABの運動が CUDの運動を継承・発展さ
せる形で展開され、選挙政治へと参加していく過程を論じる。第Ⅳ章ではこれらの運動が、市
民参加という点においてどのような意義を持っているか、「社会問題の可視化」と「参加の教
育的機能」という 2つの点に着目して考察し、メキシコ市の住民が参加者としての主体性を獲
得するうえで重要な役割を果たしたことを主張する。
I．メキシコ市の統治と市民参加（1985 年まで）
ピーター・M・ワードはメキシコ市の統治を「デモクラシーの欠如した政府」によるものだ
と表現した。すなわち、1928 年に連邦特別区および連邦管区基本法（La Ley de Orgánica del 
Distrito Federal y de los Territorios Federales）が施行されて以来、市長（regente）と 16 あ
るデレガシオン（delegación、区）のそれぞれの長（delegado）は、大統領の指名によって任
命されており、市議会は 1988 年に至るまで存在せず、メキシコ市の立法権限は連邦議会が備
えていたのである（Ward 1989:309-312）。このことは 1997 年に市長選挙が実施されるまで続
いた。要するにメキシコ市は大統領および連邦政府によって統治されてきたのであり、したがっ
てメキシコ市の住民は自らの代表を民主的に選出するという最も根本的な政治参加の機会を与
えられてこなかったのである。しかしメキシコ市には市民参加の制度が全くなかったわけでは
ない。
メキシコ革命後の混乱が落ち着きつつあった中、連邦政府管轄下の連邦特別区（Distrito 
Federal, DF）として規定されていたメキシコ市は、1928 年の憲法改正によって新たに連邦特
別区庁（Departamento de Distrito Federal）の設立が定められ、同年に成立した連邦特別区
および連邦管区基本法において、市長が大統領によって自由に任命および解任されうることが
規定された（Aguayo 2004:26）。この法律でメキシコ市の市民参加の回路として設立されたの
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がメキシコ市諮問評議会 (Consejo Consultivo de la Ciudad de México:CCCM) と区諮問評議
会 (Consejos Consultivos Delegacionales:CCD)だった。市民と政府とのつながりを促進させ
るための市民参加機関として設けられたこれらの機関は、市政府や市長および区長の補助機関
としての役割を期待されていたものの、実態は制限された権限しか持たない、取るに足らない
機関であった。また市民参加の促進やコミュニティおよび住民たちの利益を保証するための機
関ではあったものの、そのメンバーは商人や同業組合など組織に属している有力者たちで占め
られ、市長や区長の決定に従うコーポラティズム的な機関へと変貌した（Espinosa 2004:12）。
当時の政治状況を考えてみればこれは理解しやすいだろう。つまり革命後の不安定な時期に
おいて、メキシコ市の安定は連邦政府にとって特に重要であり、そのためメキシコ市住民に政
治的権利を与えず、市政府を非政治化することで連邦政府の支配下に置き、市民参加の制度化
およびコーポラティズム化のプロセスを開始したのである。多くの住民たちが政治参加から疎
外されており、彼らの要求は回避されていた。1941 年に制定された 連邦特別区庁基本法（La 
Ley de Orgánica del Departamento del Distrito Federal）では CCCMの権限は縮小され、そ
の同業組合的な性格が再確認されることで、市民参加の機能は更に制限されることになった
（ibid.:14-15）。
1970 年の連邦特別区庁基本法の改正によって住民の新たな代表機関が創設される。住民会議
（Junta de Vecinos）、居住者連合（Asociaciones de Residentes）、街区委員会（Comités de 
Manzana）などである。しかしこれらの新たな機関も市民参加の機能や構成に大きな修正を
もたらすものではなく、真の代表制を欠いたものだった。政府の決定や行為に関与して影響を
及ぼすような権限を持たず、したがってメキシコ市住民の利益よりも、組合や経済セクターと
より強く結びついたコーポラティズム的、もしくはクライエンテリズム的な機関としての機能
を持っていた。これらの組織は、コーポラティズム・システムや、住民の組織と政府機関の間
でのクライエンテリズム的な関係を強化する枠組みとして設立されたものだった（ibid.:15-16）。
たとえば住民会議は、当初民衆や中間層の要求を直接市長へと届けるための媒体として創設さ
れ、「民主的開放（apertura democrática）」政策をとっていた当時のエチェベリア大統領の手
腕を示すシンボルと見なされていたが、実際は地元の役人の反対によって実体を伴った制度と
はならなかった。住民会議は政策決定に直接影響を及ぼすことのできる権限をもたず、あくま
で市政府との協議を行うだけの機関であった。さらに、住民会議のメンバーは各デレガシオン
の代表から成っており、そのデレガシオンは当時の政権党の PRIによって選挙をコントロー
ルされた地理的区分であった。したがって住民会議の実態は、国家による典型的な民衆の操作
のためのシステムであり、真の改革の意図の伴っていないものだった（Davis 1994:209-212）。
1976 年から 1982 年まで市長の職にあったハンク・ゴンサレスは、住民会議を利用することで
メキシコ市が非民主的であり代表制を欠いているという批判に対処したのである（Ward 
1989:317）。
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結局のところ、1928 年以来導入されてきた CCCMや CCDなどは、市民参加の枠組みとし
ては不十分なものであったし、1970 年の法改正によって導入された新たな機関の創設は、その
枠組みに修正を迫るものではなかった。むしろそれらはメキシコ市住民の活動を政府の統治構
造の中に組み込むものであり、制度的に支配するための新たな形態であったと言ってよいだろ
う。エスピノサによれば、こうして政府による市民参加のコントロールが首尾よく進められて
いった背景にはメキシコ市住民の無気力や無関心があった。実際 1928 年から 1980 年代半ばに
至るまで、メキシコ市住民からの抗議や批判の声はほとんどなかった（Espinosa 2004:14-17）。
しかし 80 年代に入るとメキシコ市住民の間で市政に対する不満が募っていき、自律的な参加
を求めて民衆運動が活発な動きを見せていくようになる。
II．地震後の民衆運動の展開
1985 年 9 月 19 日と 20 日、メキシコはそれぞれマグニチュード 8.1 と 7.3 という大地震に見
舞われた。死者は推定で 5,000 から 20,000 人とされているが、一般的に引用される数字はおよ
そ 10,000 人ほどである。その被害はメキシコ市のダウンタウンに集中しており、被害全体の
80％はベヌスティアノ・カランサ、クアウテモック、ベニート・フアレス、グスタボ・A・マ
デロといった地区であった。特にクアウテモック地区においては、258 の建物が倒壊し、
250,000 人以上が住居を失った（Haber 1995：179）。
大地震はメキシコ市にこうした未曾有の被害をもたらす一方で、大きな社会変革の契機をも
たらすことになる。当初政府は状況を把握できず、救助活動や多くの被災者の救助の指揮をと
ることもできず無策であった。各部署や各区域間の活動の調整もうまくいかず、機能不全を露
呈することになったのである。こうした中、地震発生直後から青年や女性を中心としてメキシ
コ市住民による自発的な救助活動が始まった。この行動はメキシコの人々にとって画期的なこ
とであり、大きな驚きをもって受け止められた。たとえば評論家のモンシバイスは、そこに「市
民社会の誕生」を見出した。それは「自主管理と連帯ための共同の努力であり、政府から独立
した、あるいはより厳密に言えば対立する空間」であった（Monsiváis 1987:79）。
CUD以前の民衆運動
CUDは後に述べるように最終的には 42 の住民組織が参加して結成されたが、それぞれの組
織は地震直後に結成されたものもあれば、地震が起きる以前から活動していたものもあり、多
様性にとんだ集まりであった。とりわけノノアルコ -トラテロルコ団地、ゲレーロ地区、モレー
ロス地区、テピートなどにおいて様々な住民組織が地震の前から結成されていたことが知られ
ている。
クエジャル・ヴァスケスは、地震被災者組織をその特徴から次の 3つのグループに分類して
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いる。1．トラテロルコ団地およびローマ地区：大多数が中間層、2．フアレス・マルチファミ
リー団地（公営団地）住民：元公務員、中間層、3．セントロ、モレーロス、ゲレーロ、ドクトー
レスの各地区の住民：労働者、貧困層、であった (Cuéllar Vázquez 1993:19）。それぞれの地域
に特徴的だった組織の成り立ちや活動は次のとおりである。
ノノアルコ -トラテロルコ団地においてはいくつかの住民組織が地震前から存在していたが、
地震後間もなくトラテロルコ住民戦線（Frente de Residentes de Tlatelolco）として結集した。
ここでは団地内のヌエボ・レオン棟が地震によって倒壊したことが大きな問題としてクローズ
アップされた。なぜなら、その棟は基礎部分が過失あるいは汚職のために建築基準をクリアい
ないとして、以前から住民たちが点検を申し入れていたからであった。したがって地震による
倒壊は政府の過失によるものだとして、補償を求めるとともにその責任を認めることを要求と
して掲げた。ローマ地区においては 1985 年 10 月 5 日に地区住民・9/19 被災者連合（la Union 
de Vecinos y Damnificados “19 de septiembre” : UVyD）が結成されている（Massolo 
1986:224）。ここでは地震によって多くの住居が被害をうけたが、その後家主と借家人との間で、
立ち退きや法外な家賃の値上げなどの問題が発生していた。この組織は家賃の支払い拒否や倒
壊の責任の所在を突き止めることを要求し、立ち退きの拒否を宣言した（Cuéllar Vázquez 
1993:21-22）。フアレス団地では、地震後に住民たちによってフアレス・マルチファミリー団地
住民代表者協議会（Consejo de Representantes del Multifamiliar Juárez）が結成された。建
物の検査を求めて取り壊しに反対する姿勢を明確にした（Massolo 1986:227-228）。テピートな
どのスラムにおいても地震前から住民組織が存在しており、長年にわたって住居の立ち退きを
めぐって政府の計画に抵抗し続けてきた。地震後もすぐさま強制退去に抵抗するための前線と
して先頭に立ち、スラムの再建計画について情報を求め、これに関与することを要求として掲
げていった（ibid.:209）。ゲレーロ地区では 1976 年からゲレーロ地区住民組合（Union de 
Vecinos de la Colonia Guerrero:UVCG) が存在していた。住居の補修と住宅建築のための空き
地の収用を求めて立ち上がった。また立ち退きの強制や家賃の不当な値上げなどに抵抗してい
た。ドクトーレス地区では地震を契機としてドクトーレス地区住民連合（Union de Vecinos 
de la Colonia Doctores）が組織され、再建計画への参加と住民組織の尊重を訴えた。
彼らの従来の課題は住宅不足の解消や電気・水道などのインフラ整備であったが、それらは
地震によってさらに差し迫った、より共有すべきものとなったといえる。したがって、これら
の組織は次第に協調し行動を起こすようになった。まずテピート、モレーロス、トラテロルコ
の組織が 9月 27 日に大統領官邸へ向かって大規模なデモ行進を行い、彼らを被災者の代表と
して認めることを求め、そして都市開発・環境省 (Secrataría de Desarrollo Urbano y 
Ecología:SEDUE)に被害を受けた建物に対する査定を求めた。この日大臣のカリージョ・ア
レナと会談し、地震後に直面している問題について訴えたが聞き入れられることはなく、それ
どころかアレナは住民組織の代表者たちに対して補助金を得たければ政府の傘下に入るべきだ
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と伝えた (Cuéllar Vázquez 1993:29-30; Haber 2006:178)。
デモ当日には地震被災者組織を含んだ 67 の組織５）によって連帯・再建民衆委員会（Comité 
Popular de Solidaridad y Reconstrucción:COPOSOR)が結成されている。その目的は、地震
被災者への支援と連帯を強化すること、そして住居や職を失った民衆のニーズを考慮した再建
計画や、政府の対外債務の支払いを中止し、その資金を再建資金へ振り替えることなどであっ
た。UVCGのメンバーであったアルマンド・パロモは COPOSORについて以下のような発言
を残している。
　COPOSORは被災者の活動を支援しようとする民主的な人々による反応だった。・・・（中
略）そこにいた人たちは厳密には被災者ではなかったが、被災者と何らかのつながりを持
ち、経済的、またはその他の様々な方法で支援をしようとする民主的な組織が参加してい
たことは確かだった。・・・（中略）それは社会、労働、教職員の組織による前代未聞の試
みだったと思う。それは被災者を支援するために何らかの努力を集めようとするものだっ
た。のちに分裂したが、よい試みだった（Serna 1995:77）。
この委員会にはトラテロルコ組織調整委員会（Coordinadora de Organizaciones de 
Tlatelolco）、ローマ地区住民・借家人（Los Vecinos e Inquilinos de la Colonia Roma）、セン
トロ借家人委員会（Comité de Inquilinos del Centro）、UVCGなどの被災者組織が参加して
いた（Massolo 1986:197）。
彼らが主催した抗議行動にはさまざまな地区の住民たちが参加した。特に 10 月 2 日のデモ
行進には約 15,000 人が集結し、住民組織の参加を含めた民主的な再建計画や強制退去の停止、
現住者の権利を尊重すること、倒壊について責任の所在を明確にすることなどに加えて、被災
地の収用６）も要求した。それに応える形で政府は 10 月 11 日に「民衆住宅再建計画」（Programa
de Renovación Habitacional Polular:PRHP）を設立し、地震被害にあったクアウテモック、
ベヌスティアノ・カランサ、グスタボ・A・マデロ、ベニート・フアレス各区の 250 ヘクター
ルに相当する 5,448 件の不動産の収用が大統領によって決定された。それはこれまでの習慣的
な政治的支配を超えるものであり、被災者組織が政府の決定における基本的な要素として組み
込まれることとなったことを意味している。こうして政府から譲歩を引き出すことに成功した
ことで、運動組織は政府と交渉できる立場にあることを認識し、大きな自信を持つことになっ
た７）。COPOSOR自体は、被災者支援の方法について各組織の協調が出来なかったことから短
命に終わったが、後の CUDの基礎となった（Duhau 1987:77-78; Ortega Valadez 1988:149-
150; Cuéllar Vázquez 1993:30-31)。
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CUD運動の展開
CUDは前述した UVyD や UVCGなどの組織が集まって 1985 年 10 月 19 日に設立された。
その後 24 日に被災者フォーラム（Foro de los Damnificados）を開催したときは、25 の都市
民衆運動組織が集まり、11 月 9 日までに 42 の組織がここに名を連ねることになる。CUDは
メキシコ市における地震被災者運動の中心となった。
CUDが目指したのは、地震によってより差し迫った問題となった住宅および雇用問題の解
決であった。特に地震後政府は市の中心部の住民を郊外に移動させる計画を発表したが、CUD
のメンバーや世論の大部分は、政府がこの災害をダウンタウンエリアの高級住宅化に利用して
いると受け止めていたのである（Haber 2006:178）。
地震により住宅を失ったことに加え、政府の再建計画に不信感を抱いたことにより始まった
CUDの運動は、1986 年 5 月 13 日の政府との間で交わされた「再建民主協定」（Convenio de 
Concertación Democrática para la Reconstrución de Vivienda）に調印することで一応の成果
を獲得するに至る。その活動は主にデモや集会など抗議行動を主催することであったが、その
一連の流れをまとめたのが表 1である。
表 1：CUDの主な動き
1985 年
10/19 CUD設立
23 労働組合主催のデモへ参加
24 第 1 回被災者フォーラム開催
26 デモ行進（大統領官邸へ）
11/2 アルセニオ・ファレル労働大臣と会談
5 カルロス・サリナス予算企画大臣と会談
6 アレハンドロ・カリージョ ISSSTE長官と会談
7 マヌエル・バルトレット内務大臣と会談
9 第 2回被災者フォーラム開催
14 ミゲル・ゴンサレス教育大臣と会談
16 地震被災者連帯全国会議開催
23 デモ行進（三文化広場から母の記念塔へ）
26 ソカロでの抗議集会
30 民主的再建のための全国大会開催
12/7 デモ行進（大統領官邸へ）
12 グアダルーペ寺院へ巡礼
1986 年
2/7-8 第 3 回被災者フォーラム開催
3/19 デモ行進（革命記念塔からソカロへ）
20 デモ行進（革命記念塔からソカロへ）
5/13 再建民主協定調印
Villa A.(1987) pp. 38-43, Serna(1995)pp. 161-166,天野・土肥（2008）p.735 より作成
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1985 年 10 月 26 日のデモ行進は CUDが初めて主催して行ったものであり、30,000 人以上が
参加したといわれている。このとき大統領宛の要望書を携えて独立記念塔から大統領官邸まで
行進した。その要望は、メキシコ市の再建、住居、医療・教育サービス、雇用などその他合わ
せて 7項目からなっており、具体的には被災者組織の再建プロセスへの参加や収用地の拡張、
仮設住宅の家賃補助、借家人の強制退去判決の停止など多岐にわたるものだった。この日大統
領との会談はかなわなかったが、その後 11 月 2 日から 12 日にわたって関係省庁の大臣と会談
を行っている。12 月 12 日にはグアダルーペ寺院への巡礼を組織し、震災後 3ヶ月を過ぎても
何の問題も解決されていないことを訴えた。翌年3月19日の10,000人が参加したデモ行進では、
政府が 1件の住宅も建設しておらず、PRHPによる被災者用に再建された収用地住居の権利証
（Certificados de Derechos de Vivienda）付与の条件として街頭キャンプからの退去および
PRIの再建委員会への加入が課せられているなど、PRHPが被災者運動組織を分断して交渉を
行おうとしていたことが告発された。また、被災地の収用は不十分であること、PRHPが PRI
の機関として機能していること、権利証がまだ 20,000 以上付与されていないこと、そして収
用対象地外の被災者には何の解決手段もないことを明らかにした（Villa 1987:39）。
CUDはいくつかの集会も主催している。11月9日に開催された第2回被災者フォーラムでは、
住宅、雇用、教育、衛生などの行動計画を決定した（ibid.:38）８）。また、11 月 30 日には「民
主的再建のための全国大会」を開催した。これはセントロ・イストリコやその他の地区および
集合住宅の再建、民主的な分権化、教育・衛生・雇用の問題について、様々な社会セクターの
議論および参加を促すために行われた。さらに、PRHPの不明確な定義によって不安視されて
いた新たな住宅所有の制度について、社会的利益にかなったものにするよう訴えた（Massolo 
1986:233）。このように CUDは様々なデモや集会をとおして被災者としての要求を行った。
また政府の不正に対する告発も行っている。たとえば政府は住宅問題の対応策の PRHPに
関して、前述したとおり 10 月 11 日に 5,000 件以上の土地の収用を発表した後、10 月 14 日に
ホセ・パルセロ・ロペスが PRHP長官として任命されることになった。パルセロは全国一般
組織連合９）（Confederación Nacional de Organizaciones Populares: CNOP）の元リーダーと
しての経歴を持っている下院議員であり、PRHPをコーポラティズム的な手法で運用しようと
した。特に PRHPが最初に行った仕事は、被災者を認定し、このプログラム参加のための基
準を発表することであったが、被災者を認定するための調査および収用地住居の権利証の発行
を管理するため更新審議会（Consejos de Renovación）が設立されたものの、そこでは PRI
所属かどうかで申請者の扱いに差があったことが明らかにされている（Haber 2006:181）。
CUDのリーダーたちは、政治的所属に関わることなく被災者たちがこのプログラムにおいて
公平な扱いを受ける権利を擁護した。こういった官僚主義的な振る舞いや PRHPが政治的に
利用されることによって、被災者たちの政府に対する不満は増大していった。
CUDを中心とした被災者による抗議行動の結果、政府は被災者組織の幅広い参加や交渉な
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しには再建問題は解決できないとの認識を持つようになった（Cuéllar Vázquez 1993:43-44）。
その結果として政府の再建計画の責任者である都市開発・環境省大臣のカリージョ・アレナと
PRHP長官のパルセロ・ロペスがそれぞれ 1986 年 2 月 18 日、同年 4月 1日に解任され、カマ
チョ・ソリスやアギレラ・ゴメスという穏健な改革者に取って代えられた。このことは CUD
の運動において重大な勝利として受け止められた（Haber 2006:184）。
再建民主協定
PRHP長官の交代は新たな形の交渉をもたらし、結果として都市開発・環境省、DF省、
PRHPの大臣および長官と、CUDを含む被災者組織やその他の支援組織との間で再建民主協
定が締結された。協定は全部で 10 条からなり、住宅の販売価格や融資について具体的に規定
したものや、市民団体や NGOが独自に復興活動に関わることを公式に認める条項などが含ま
れていた 10）。民衆の参加および政府機関との連携などは、住宅問題解決のためのオルタナティ
ブを示すものであった。（Ortega Valadez 1988:154）また、家賃補助や新築住宅の支払いに関
して被災者組織の要求が多く採用された。仮設住宅の家賃補助や空き地・空き住居の利用に関
する規定などは、CUDが 85 年 10 月 26 日に提示した要望書の内容を反映していた（天野・土
肥 2008:736)。
しかしこの協定の意義はこうした具体的な成果だけでなく、むしろ民衆運動がその組織の内
外に与えたインパクトにこそあるといえる。CUDのリーダーであるクアウテモク・アバルカ
も述べているとおり 11）、協定の締結によって、民衆運動が対話や交渉の相手として当局に認め
られ、さらに再建プロセスを遂行するために必要なカウンターパートであると認められたこと
が重要である。協定の前文には、「非常時の行動はメキシコ国民の動員能力やバイタリティ、
そして連帯意識を示した。そして再建は社会の民主的参加を促進しつつ、国民的連帯の意識に
支えられて続けられなければならないだろう」と記されており、CUDの組織的な行動をはっ
きりと認識していることがうかがえる。メカトルによれば「この住宅政策の作成に幅広い社会
的アクターの参加を召集することで、統治するものとされるものとの間の新たな関係が構築さ
れた」（Mecatl 1987:22）。
CUDが再建プロセスにおける正当なアクターとして認められたことは、そこに至るまでの
プロセスとも併せて、組織内部にも大きな意味を持つことになった。すなわち、被災者の間に
組織的な行動への信頼を醸成したのであり、参加能力についての自信を目覚めさせたのである
（Mecatl 1987:23; Ortega Valadez 1988:154）。たとえばUVyDの幹部アレハンドロ・ヴァラスは、
「CUDは、大統領から大臣、区長まで政府高官と最も対話をしてきた運動である。このことは
これまでにない対話の経験をもたらし、交渉に対する大きな能力をもたらした」（Serna 1995:82）
と述べている。
このような成果をもたらした協定であったが、一方でこれとは異なった見方もある。エクシュ
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タインによれば、協定に署名したことは政府に取り込まれたことを意味した。実際に政府と行
動を共にすることで抗議行動は収束していき、大部分の被災者運動は穏健化していった。再建
計画が PRIエリートや土地所有者によって妨害されることをおそれる民衆組織は、政府との
対決姿勢を和らげたのである。さらに政府や与党は、住宅の割り当てをメキシコ市住民に対す
る影響力強化のために操作したという（Eckstein 1990:290,292）。
しかしこの再建民主協定への署名をもって政府に取り込まれたと判断するのは一面的であろ
う。むしろ政府と民衆組織双方の妥協のなかで成立したものと考えるのが妥当である。改めて
言うならば CUDにとって被災者の住宅問題こそが解決すべき課題であり、その意味で再建民
主協定は間違いなくひとつの到達点であったといえる。したがって実際協定に調印した後、
CUDは多くの点で存在理由が満たされてしまった。組織メンバーの多くは再建計画以上の野
心を持っていなかったのであり、被災者運動の穏健化自体はごく当然のことと言えるだろう。
協定は様々なメンバーから構成される CUDを一つにまとめる接着剤の役目を果たしていたの
であった（Haber 2006:187）。その後の CUDは、公式に解散を宣言したわけではないが、89
年ごろにはその活動を終えたとされている（UVyD 1995:153）。しかしそれをもって民衆は行
動することを止めたわけではなかった。CUDから 4つの組織が離脱して運動組織が結成され、
メキシコ市における民衆運動は新たな局面を迎えることになる。
III．被災者運動の発展
87 年に公式に再建プロセスが終了した後、CUDの運動が衰退していく一方で、彼らの要求
をさらに広げ、民衆の動員を続けることを提案したものたちがいた。当時のメキシコ市には、
地震を原因としたものではないが、被災者と同じく住宅不足や強制退去の脅威などの問題を抱
えていた人々がいた。この人々は地震被災者ではないため、CUDが獲得した住宅購入のため
の融資を得る資格を持っておらず、PRHPの設立した枠組みから排除される存在だった。この
ような地震被災者ではないが同様の問題を抱えている人々を等しく「被災者」と見なし、その
支援のための運動を展開していくことが提案されたのである。この提案は CUD内で賛同を得
られず、したがってその提案者たちは新たな組織を形成することになる。それがメキシコ市住
民会議（Asamblea de Barrios de la Ciudad de México: AB）であった。
メキシコ市住民会議（Asamblea de Barrios de la Ciudad de México: AB）
ABはトラテロルコ屋上部屋調整委員会（Coordinadora de Cuartos de Azotea de Tlatelolco）
とセントロ借家人闘争委員会（Comité de Lucha Inquilinaria del Centro：CLIC)という 2つ
の組織が牽引して形成されたとされるが（Haber 2006：188）、これに加えて UVCGやモレー
ロス借家人民衆連合（Union popular de Inquilinos de la Colonia Morelos-Peña Morelos）、
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そしてペンシル地区民衆連合（Union popular de colonos de Colonia Pensil）という組織もそ
の土台となったとされている。これらの組織の各リーダーたち（順に、マルコ・ラスコン、フ
ランシスコ・アルヴァラード、フランシスコ・サウセド、ハビエル・イダルゴ）が ABの幹部
となる。これらはみな 70 年代から 80 年代初期にメキシコ市セントロにおいて創設された組織
だった（Greene 1997:194）。
ABが結成されたのは、1987 年 4 月 4 日、トラテロルコ屋上部屋調整委員会の主導により開
かれた集会においてであった。そこには 280 の地区から 4,000 の家族が参集した。ABは特定
の規律や規約によって縛られるようなイデオロギー的な側面を持っておらず、バリオの習慣や
伝統など、文化的アイデンティティを形成するものが組織の下地となっていた（Cuéllar 
Vázquez 1993:63)。左派政党にありがちな硬直した思考や権威主義的な行為を繰り返さないこ
とを信条としていた。メンバーは様々な階級に属しており、大多数は女性であったといわれて
いる 12）。
ハーバーは ABが掲げた要求を次の 8つにまとめている。①対外債務返済の減額、②社会民
主主義体制への構造改革、③賃貸人の政府支援による立ち退きの禁止、④未使用地の収用と公
共住宅の建設、⑤ 1984 年民法及び手続き法の改正、⑥「すべての」被災者への住宅の提供、
⑦特定の政治的・民衆組織への選好を非合法化する法律の支持、⑧闇取引の停止、である（Haber
2006:191-192）。これを見れば、特に③④⑤⑥の項目にまたがる住宅問題に関する要求が、彼ら
にとって特に重要であったことがわかるであろう。こうした要求を実現すべく ABがとった具
体的な行動は、CUDと同じくデモや集会などの抗議行動を主催することであった。
たとえば 87 年 4 月 21 日、10,000 人近くを集めてソカロから最高裁判所までデモ行進を実施
している。このとき賃借人への強制退去や警察からの脅しを停止することを訴えた。そして同
月の 25、26 日には 15 の各デレガシオンにおいて集会を実施し、各地区における組織の強化に
努めた。こうした動きの中で、賃借人を強制退去から保護するための法の制定を求めていくこ
とが確認されている。また同年 5月 8 日には大統領との謁見を求めて 8,000 人が大統領府へ赴
いた。謁見はかなわなかったものの、ここでは住宅建設のための空き地の収用や財源の獲得を
訴えている（Cuéllar Vázquez 1993:64-65）。
7 月 7 日には革命記念塔からソカロまでのデモ行進の後、ラモン・アギーレ市長との会談を
果たしている。このとき空き地の収用を求めたところ、建設のための資源がないために収用し
ても何の役にも立たないとの市長の発言をうけ、ABは 7月 13 日から抗議のためにカテドラル
の前庭で野営を開始した。23 日に終了するまでに平均しておよそ 10,000 人が参加し、連邦政
府との交渉を開始して民衆の住宅建設のために空き地の収用を実現することを要求した。その
野営は都市運動組織や政治組織などが参加した、住宅に関する開かれたフォーラムであった
（Ibid.:94-95; Tirado Jiménez 1990:26）。ボロスによれば、この行動の本質的な重要性は連帯を
呼び覚ましたことにあった。組織に属しているいないにかかわらず、多くの人々が様々な形で
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の支援を行うためにこの野営に参加したのである（Bolos 1999:176）。例えばそこには PRIを
離党する前のクアウテモク・カルデナスや、メキシコ社会党のエベルト・カスティージョなど
の政治家たちも含まれる。
7月 20 日には再びアギーレ市長との会見を行なっている。ここでは特に、この年の 2月に発
表された全国住宅計画 13）（Programa Nacional de Vivienda）がメキシコ市をはじめとする大
都市住民に対して不十分であると指摘し、さらなる拡充を要求した。これを受けて政府は、9
月 18 日にカサ・プロピア（Casa Propia「自分自身の家」）と呼ばれるプログラムを発表した。
これにより住宅融資の予算の拡充がデラマドリ大統領によって承認され、結果として 2万 5千
家族がその恩恵を受けることになった（Cuéllar Vázquez 1993:105-106）。
こうしたデモや集会などの抗議行動に加えて、コロニアやベシンダー 14）での活動が ABを特
徴づける要素となっている。たとえば 1987 年 5 月 16 日にはトラテロルコの三文化広場に 1万
家族が集まった集会では、強制退去の回避や、土地や住居を獲得するためにはどのような行動
をすべきか決められた。たとえば強制退去が行なわれていることを花火や笛などをつかって地
区内に周知することや、実際立ち退きの目にあった場合はキャンプを組織することなど、具体
的な提案がなされている (Ibid.:68)。さらに ABは強制立ち退きに対抗するだけでなく、家主
とともに新しい合意に至るよう努めた。家主の中には家賃収入に頼って生活する労働者層や中
間層が含まれていたからである。ABはこのような家主と賃貸人との間での家賃値上げや強制
退去をめぐるトラブルの仲裁を行っていた（Haber 2006, 202）。ABは強制的な立ち退きを防
止するだけでなく、住居の改築や新たな住居購入を希望する人たちのために資金の貸付を政府
から獲得できるよう相談に応じていた（Bolos 1999:177）。
このように住宅問題は ABにとってもっとも重要であり続けたが、やがてそれにとどまらず、
より大きな問題へと関心が広がっていった。ABは結成してから定期的に全体会議を開催して
おり、そこで組織の運動方針などが話し合われてきたが、なかでも 1万 8 千家族が参集して 6
月 20 日に開かれた第三回全体会議では初めてメキシコ市の他のセクターとの幅広い連携を模
索していくことが表明された。その具体的な方法として、各グループの代表から成る代表者総
会（Asamblea General de Representantes）を創設することがこの全体会議で合意された。
毎週土曜日に開かれるこの会議ではメキシコ市がかかえる問題について議論がなされ、実現す
べき行動が決定された。そして女性グループやエコロジスト、学生組織など幅広いグループに
対して開かれたものであった（Cuéllar Vázquez 1993:88-90)。このとき発表された宣言には以
下のように記されている。
　たたかいはもはや住居のためだけでなく、われわれはメキシコ市全体に関わる問題に対処
していかねばならない。参加、動員、恒久的な組織、イニシアティブなどをとおして、わ
れわれの権利を取り戻さねばならない。そのためには学生、エコロジスト、住民組織、労
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働組合、女性や子供たちの権利を守る組織など他のセクターとの幅広い連携が必要である。
(Ibid.: 89 より引用 )
クエジャル・ヴァスケスが指摘するように、このときの宣言からは彼らの間に集合的な空間
としての都市というアイデアが成熟してきたことを読み取ることができる（Ibid.:90-91）。主婦
や露天商、インテリやエコロジストなども市の一部を担っているのであり、つまり都市に住む
すべての人々が生活を享受する権利を持つという考えがここで共有されたといえる。
9月 19 日に行われたデモ行進には学生やエコロジストなどの他の組織をふくめて、およそ
70,000 人が参加した。ここでは住宅や無料教育、環境保護など様々な要求を掲げ、加えてメキ
シコ市の都市政策やデザインなど政府の決定に市民が参加する権利を求めた（Cuéllar 
Vázquez 1993:104)。こうして ABは運動を展開していく中で、その要求を住宅問題を中心とし
たものからより幅広い社会変革を目指すものに変化させていったといえる。その結果として、
彼らは選挙政治へと進んでいった。
大統領選挙への参加
先述したとおり、一連の抗議行動を経て住宅問題については一定の成果を挙げることができ
たといえよう。しかし当初から求めていた賃借人を強制退去から保護するための法の整備はか
なわず、AB内部では構造を変革するのに十分な影響を与えられてこなかったとの認識が存在
していた。よってより大きな変革の機会を求めた結果が、選挙への参加だったのである。また、
選挙政治を拒絶していた従来の民衆運動とは異なり、棄権を政治機会の損失と捉え、選挙に参
加することで信用を勝ち取り、PRIをペテン師だと暴露することができると考えるような気運
が高まっていたことも、ABの選挙への参加を考える上で重要であろう（Haber 2006:203）。
ABが88年の大統領選挙に積極的に参加することを決定したのは、1987年 11月のことであっ
た。組織内での議論の末、スペルバリオ 15）を大統領候補として指名することを決定し、同時に
行われる下院とメキシコ市議会選挙にも候補者を立てることになった。ABの運動の目的がも
はや住宅問題にとどまらなくなったということは先に述べたとおりである。よってその目的を
達成するために選挙に参加することは、彼らにとって当然の選択だったのであろう。スペルバ
リオの発言がそのことを端的に表している。
　　ABのメンバーは明確な問題を持ち始めていた。それを解決することは、政府の役人と
反対の行動をとることを意味するのは明らかだった。賃借人保護法を提案すると却下され、
空き地の収用も却下された。政府がやりたくないのならわれわれが別のものを提示しよう。
彼らが統治できないのならわれわれに任せればよい。われわれは統治できる。民衆はもは
や住宅を勝ち取るためのたたかいではなく、国を勝ち取るためのたたかいであるという明
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確な意思を持っている（Cuéllar Vázquez 1993:132 より引用）。
スペルバリオは 87 年 11 月 17 日から選挙キャンペーンを始めたが、1987 年の 12 月に国民民
主戦線（Frente Dmocrático Nacional:FDN）16）との間で選挙についての交渉が行なわれ、AB
はこれらの提案に同調することになった。その結果スペルバリオは翌年 3月 5日には、クアウ
テモック・カルデナス候補の支持を表明して自らは大統領選挙から降りることを表明した。カ
ルデナスの所属した FDNは、党の決定において社会基盤の直接参加を可能にし、すべての社
会勢力の包括的な参加によって国家の統合と一体性を守るための全国的な同盟を構築すること
を唱え、投票による市民の意志を全面的に尊重することや、大統領に包摂されていた立法、司
法権力の強化を求めた。また議会における比例代表のシステムを拡大すること、結社や表現、
ストの権利を擁護することや、権力の集中を排除しつつ、全ての組織の民主化を促すことの必
要性を訴えた。同時に、社会の参加と代表の新たな形を求めた。すなわちメキシコ市住民が統
治者を直接選ぶ民主的な権利を行使できるよう提案したのである（ibid.:149; Tamayo 1990:
129)。こうした FDNの政治的立場を考慮すると、ABが彼らの選挙運動に協調することは自
然であり、カルデナス候補は、選挙政治を模索していた ABにとって格好の受け皿となったと
いえるだろう。ABはカルデナスの選挙キャンペーンに協力し、4月 26 日、5 月 12 日、31 日
にはカルデナスともにメキシコ市において遊説を行った 17）。
また ABは 3 月 11 日に「メキシコ市バリオ計画（Plan de los barrios de la ciudad de 
Mexico）」を発表している。これは ABの候補者の行動を方向付けるプログラムであり、なか
でも住宅の闘争にくわえ、下からの民主主義が呼びかけられていることが特徴となっている
（Bolos 1999:179）。この時までにメキシコ市の民主化が ABにとって目指すべき目標であるこ
とが強く意識されていることは明らかであろう。1994 年 6月にイベロアメリカ大学で開催され
たセミナ （ーActores Sociales Demandas Urbanas）で提出された ABメンバーによるアンケー
トには以下のような回答が寄せられた。
　ABの結成当初の目的は、全ての人たちのために尊厳ある住居を獲得することだった。こ
れは変わっていないが、時間がたつにつれて広がり、全ての人たちのために尊厳ある都市
を獲得することが基本的な目的となっている。いまや、メキシコ市の民主化がわれわれの
たたかいの主軸である（Bolos 1995:311）。
結局、大統領選挙の結果は、得票率 50.48％で PRIのサリナス候補が勝利した。カルデナス
候補の得票率は全国で 30.95%であったが、メキシコ市に限れば 50％近く得票し、サリナス候
補の 27％を上回っていた（Bauer de la Isla, and Wirth 2001:30）。この事実はメキシコ市の統
治において重大な意味があったといえる。それは大統領がメキシコ市長の指名を正当化する論
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理、つまり大統領を選挙によって選ぶことがすなわちメキシコ市長も選ぶこととなるという論
理はもはや通用しなくなったことを表している。
選挙後、89 年 5 月 5 日にカルデナスが中心となって新たな政党である PRDが結成された。
ABはソカロで行われた結成集会に参加し、以後 PRDと連携していくことで合意する。ABは
PRDの立場にすべて同調するわけではなく、党の政策を急進的なものにすることがベストな
選択である、との信念を持っていた。しかしカルデナスとの連携はデメリットもあった。特に
サリナスからの反撃として、ABの活動地域に補助金が出されなくなったり、住宅プロジェク
トの進展が遅れたりすることがあったという（Haber 2006:205-207）。
PRDとの連携は AB内部での紛争の種ともなった。90 年に 4 人中 3 人のリーダーが PRD
内で重要なポストに就くことになり、それに伴って、当初住宅の資金と建設を目標としてスター
トした ABであったが、91 年の終わりには左派政策、そして地方及び国の政府における政治的
目標をふくむまで多様化していった。幹部が PRDに参加するにつれて、様々な政治的傾向に
根ざした摩擦がおき、それは運動のまとまりを脅かす結果となる。社会経済的目標の獲得や政
治分野への性急な拡張は、運動への要求の増大をもたらしたが、これに対処できず 93 年に AB
は二つに分裂した。（Greene 1997:219, 227-228）。結果として ABの選挙政治への進出は組織の
衰退を招いたのであった。
IV．メキシコ市における民衆運動の意義
これまで見てきたとおり、CUDはデモや集会など様々な抗議活動を展開することによって
世論に働きかけ被災者の問題に注目を集め、メキシコ市の民主的再建に参加するという要求の
正当性を強調し、政府の再建計画の正当性に疑問を投げかけた。また、被災者に対する住宅の
権利証の認定に際しての CUDメンバーに対する差別、PRI支持者への優遇など、政府の不正
を告発した 18）。CUDの一部を継承した ABは同様にデモや集会を展開してメキシコ市全体の
住宅問題に焦点を当てた抗議や保護法の制定を要求すると同時に、大統領選挙に参加し民主化
を要求するまでに至ったのである。それではメキシコ市の市民参加において、CUDから AB
へと展開していった運動の意義とは何であろうか。以下では、とりわけ「社会問題の可視化」
と「参加の教育的機能」という 2つの点に着目して考察する。
キツセとスペクターによると、社会問題とは客観的な「状態」ではなく、ある状態に対して
苦情を申し立てる人々の「活動」なしには存在し得ないものであり、何らかの想定された状態
に対して苦情を述べ、「クレイム申し立て」を行う個人やグループの活動のことである。そう
してはじめて社会問題が可視化されていくという（キツセ /スペクター 1977=1990:120-24）。
これをメキシコ市のケースで考えてみると、CUDをはじめ被災者運動は地震後の政府の機
能不全を指摘しつつ、住宅問題を「可視化」することに成功したといえるだろう。地震発生直
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後のメキシコ市政府は無策であった。都市開発・環境省は市の住宅ストックは十分にあり、家
を失った人々を吸収することは可能であると発表しており、問題視していなかった。また団地
倒壊の原因に過失や汚職が関係していることや、PRHPをめぐるいくつかの不正行為などを告
発したことに関しても同様である。たとえば CUDは、当時のメキシコの対外債務の支払いに
ついて、その半年分の金利がおよそ住宅 4,000,000 戸分に相当することを指摘して「債務の支
払いは住宅へ (Que el dinero de la deuda se destine a la vivienda)」というスローガンを考案
したが、多くの人々は債務の返済の金利にそれほど多くの金が支払われているとは知らなかっ
たという（UVyD 1995:49）。ABの運動においてもこの「社会問題の可視化」は際立っている。
特にCUDを中心とした地震被災者たちによる運動によって可視化された被災者の住宅問題を、
被災者ではないが同様の問題を抱えている人々まで等しく「被災者」と見なし、その支援のた
めの運動を展開していったことは、メキシコ市における民衆運動のひとつの飛躍であったと
いってよい。特に賃借人がかかえる問題に焦点をあて法整備を求めたことは特筆しておかねば
ならない。
こうして CUDや ABによってメキシコ市における問題が可視化され、またその問題の主体
が拡大していくことで多くの人々が問題意識を共有することが可能となったのである。第Ⅰ章
で見たように、当時のメキシコ市は不十分な市民参加の制度しか備わっておらず、この人々の
多くが制度的な政治参加の回路から疎外されてきたことを考慮すると、彼らが民衆運動という
非制度的な参加へ促されていったのは当然だといえよう。
メキシコ市の民衆運動はこのプロセスを経て、非制度的ではあるものの次第に住民のより積
極的な政治参加の場となっていく。そのことは参加者たちにとって大きな影響を及ぼすことに
なるが、ここで指摘しておきたいのが 2点目の「参加の教育的機能」19）である。参加民主主義
の議論の中でこの機能は早くから指摘されていた。C.ペイトマン（1970 ＝ 77:77）によると、「参
加の主要な機能は教育的なものである。心理的側面と、種々の民主主義的な技量と手続きにお
ける実践の獲得を含んだ最も広い意味での教育的なものである。（中略）参加は参加にとって
必要な資質そのものを発達させ育てていく。個人は参加すればするほど、より有能に参加する
ようになる」という。再建民主協定締結に至るまでの CUDの交渉の過程を振り返り、そこで
自らの参加能力への自信を深めたことを思い起こせば、この指摘は十分にうなずけることであ
る。再びアレハンドロ・ヴァラスの証言によれば、様々な政府当局者との交渉を経て獲得され
た能力について、次のように述べている。「交渉へはつねに集団で望む。仮に一人や二人で交
渉の場にでることはあっても、かならずそこで話されたことは周知されなければならない」
(Serna 1995:82)。彼らが参加をとおして具体的な交渉術や、組織としてのあり方などを学んで
いったことは推し量ることができる。
この点について、ABの活動においては低所得者層の居住地区における活動が注目に値する。
強制的な立ち退きを減らす活動をしたり、住居の改築や新たな住居購入のための資金を政府か
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ら獲得できるよう相談に応じたりしていたことは先述したとおりであるが、それ以外にも何か
問題が生じたときのために住民に市民としての権利にかんする情報の提供や、ストリートチル
ドレンのためのカンパ、エイズの教育、コンドームの配布、そして投票を促したり、PRD支
持を促すなど、様々な教育的な活動を展開していた。そこには教育が組織の仕事の重要な要素
であるとの認識があった。また、メンバーと市民に対して地方と国の政治について教育し、同
様にデモクラシーの概念についても教育することが ABの政治的目標として掲げられるに至っ
た（Greene 1997:206, 214）。さらに、大統領選挙への参加が重要な学びの場となったと考えら
れる。大統領選には敗れたものの、カルデナスの得票率がメキシコ市においてはサリナスを上
回っていた事実は、ABがカルデナスとともに行ったキャンペーンが成功したと認識するには
十分であったと思われる。クエジャル・ヴァスケスによれば、「カルデナスを支持して選挙へ
の参加したことや、メキシコ市における民衆の居住地域で勝利したことは重要な学習であった
し、メンバーにとって大きな経験となった。彼らの記憶には住宅だけでなくメキシコ市や国を
勝ち取る可能性があったことが刻まれた」し、また「カルデナスの中に将来における政治的な
重要性を見出す」ことができたという（Cuéllar Vázquez 1993:165, 170）。
要するに 80 年代後半に展開された民衆運動は、社会問題の可視化をしていくことでメキシ
コ市住民の参加の受け皿となり、さらには学びの場となることで教育的機能を果たしたという
ことである。そして、長い間参加から疎外されてきた人々が参加者としての主体性を獲得する
ために重要な役割を果たしたのである。メキシコ市の住民が長らく政治から排除される根拠の
一つとなっていたのが、彼らが無気力・個人主義的・連帯する能力を欠いているなどと見なさ
れていたことであった。議会において当時のメキシコ市長アギレラが、地震直後からメキシコ
市住民が組織的に自発的な救助活動を行ったことを称えつつ、「無気力・無関心であると思わ
れていたメキシコ市住民の悪い噂は消え去った」と語った (Tavera-Fenollosa 1999a:140 より
引用 )ことは、この言説が広く認識されていたことを裏書している。このことを考慮すれば、
民衆運動がその後のメキシコ市における市民参加にもたらした意義は極めて大きいといえるだ
ろう。
むすびにかえて
メキシコ市では、大地震後の 80 年代後半に民衆運動が展開され、それまで無力な存在であ
るとして長い間参加から疎外されてきた多くのメキシコ市住民にとって、参加者としての主体
性を獲得するうえで重要な役割を果たした。そのことが後に活発化する市民参加にとって重要
な契機となったことは本稿で見てきたとおりである。
その後 1996 年の選挙制度改革によって、メキシコ市長の公選制が導入されることになり、
翌 97 年に実施された初の市長選挙では、PRDのクアウテモク・カルデナスが当選した。すで
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に見たように、彼は 1988 年の大統領選挙で ABをはじめとする民衆の支持によって躍進した
人物である。市民参加は PRDが掲げた民主化の重要なアジェンダの一部となっており（Flores
2005: 84）、カルデナスは 1998 年 3 月 20 日のスピーチで以下のように述べ、市民参加が自身の
政権にとって重要であることを強調した。
　我々は政府当局と市民のコミュニケーションのための民主的な回路を開かなければならな
い。市民の直接的な参加に基づいた民主主義のための回路を開かなければならない・・・（中
略）寛容さや倫理、差異の尊重や対話、そして市民参加が、メキシコ市において着手され
ている民主化プロセスのしるしとならなければならない（La Jornada 1998/3/21）。
この後、1998 年にメキシコ市において市民参加法（La Ley de Participación Ciudadana　
del Distrito Federal）20）の改正が承認されることで、市民参加の新たな制度化が進んでいくこ
とになる。こうした展開は本稿で考察した民衆運動を抜きにしては考えられなかったであろう。
＜注＞
１）「市民参加」とは participación ciudadanaの訳語である。メキシコで公刊されている政治学事典によ
れば、「個人または集団としての行為主体が期待や意見に結びついた行動を公共的または政治的領域に
おいて展開するプロセス」と定義されている。そして市民参加は公共空間においては社会運動や利益
集団の形態をとって行なわれ、他方政治空間においては政党の党員としての活動、あるいは選挙権も
しくは被選挙権を行使して選挙プロセスへの参加という形態をとるとされている（Constantino Toto 
2000:509）。さらに坪郷は政治参加のレパートリーを「制度的参加であるか、非制度的参加であるか」、
「古い参加形態か、新しい参加形態か」、「合法的形態か、非合法的形態か」、「国のレベルの政治参加か、
自治体レベルの政治参加か」の観点から分類し整理を試みている（坪郷 2009, 4-5）。制度的参加のレパー
トリーとして代表的なものは選挙への参加や政党への参加・活動などがあり、非制度的参加にはデモ
への参加や集会・討論会への参加などが挙げられる。篠原の分類もほぼこれと同様である。特に非制
度的参加としての市民運動には抵抗の契機のつよいものと参加の契機のつよいものがあるとし、日本
の市民運動を例にとり、抵抗運動がのちに参加的運動に発展する可能性を内包していると指摘してい
る（篠原 1977:94-102）。
２）「民衆運動」とはmovimiento popularの訳語であり、社会運動の一形態を指す。メキシコでは、労働
組合運動や先住民運動など、特定の階級やアイデンティティに基づいた構成員によって組織された運
動と区別された運動に対して広く使われている用語であり、構成員や組織の多様性が含意されている
（cf. Foweraker, and Craig,1990）。
３）選挙制度改革の流れについては、岸川（2002）を参照のこと。
４）たとえば Flores(2005)など。
５）都市民衆運動全国調整委員会（CONAMUP）や独立系労働組合などが名を連ねていた。
６）政府による土地や建物の収用は、地主が災害を期に借家人を強制的に立ち退かせたり、修繕費をまか
なうために家賃を上げたりするのを防ぐために求められた。
７）ハーバーによるある運動組織のリーダーへのインタヴューを参照（Haber 2006:180）。
８）Massolo (1986) pp.231-232 参照。
９）PRIを構成する三部門（労働者、農民、一般）の内、一般部門の中核組織。その構成員は中間層によっ
て占められており、手工業者、商人、技術者、政府職員などの専門グループに分割されている。松下
88 小林　操史：メキシコ市における市民参加の展開と 80 年代後半の民衆運動
（2010）pp.15-18 を参照のこと。
10）天野・土肥（2008）p.736 参照。
11）アバルカの発言に関しては、Llorens F.(1986)pp.46-47 および Serna(1995)を参照のこと。
12）ハーバーによると、女性メンバーは設立当初で全体の 85％、1991 年の時点で 65％を占めていたとい
う（Haber 2007:191）。
13）1987 年 2 月に発表され、全国で 35 万件分の住居の整備が目指されたが、これらのうちメキシコ市を
含め、モンテレイやグアダラハラなどの都市には 15％程が割り当てられるにすぎなかった（Cuéllar 
Vázquez 1993:98）。
14）「コロニア」とは、フォーマルな住宅・土地市場の外部に「自然発生的」に形成された低所得層居住地
区の総称を指し、「ベシンダー」は、メキシコの低所得者層の住む集合住宅のことで、各戸 1、2 部屋
の狭少低質の賃貸棟割長屋を指す。詳しくは、山崎（1987）pp. 191-242 を参照のこと。
15）正義のために立ち上がったキャラクターであり、マスクやマントなどルチャドールのコスチュームを
身にまとっている。ABのシンボルとしてメディアに取り上げられ、その活動が世間にアピールする
のに貢献した。Haber (2007) pp.199-200、 Cuéllar Vázquez(1993)　pp.71-81 を参照のこと。
16）PRIを離脱した民主的潮流（Corriente Democrática）が中核となり、メキシコ真正革命党（Partido 
auténtico de la revolución mexicana :PARM）、国家再建カルデニスタ戦線党（Partido del frente de 
Cardenista de la reconstrucción nacional: PFCRN）、人民社会党（Partido socialista popular : PPS）
などの様々な左派政党により、カルデナスを候補として 1988 年大統領選挙をたたかうために結成され
た同盟。
17）カルデナスとの選挙キャンペーンについては、Tirado Jiménez(1990)pp.52-67 を参照のこと。
18）協定締結後も、不正の告発は続いた。たとえば 86 年 9 月 7 日には、PRIが被災者に対して食糧交換
券を配って、9月 19 日の PRI主催のデモへの動員を図っていることが非難されたし、9月 18 日には、
CUDや被災者組織に対して、19日のデモに参加しなければPRHPの権利証を取り消すとの脅しがあっ
たことが告発された。Villa (1987) pp. 40-41 を参照のこと。
19）同様のことはパリーによって「発展理論（Developmental theory）」として指摘されている（Parry 
1972:26-30）
20）最初の市民参加法は、1995 年に野党の反対の中、当時過半数の議席を占めていた PRIの賛成によっ
て成立した。1998 年 12 月のカルデナス政権下における改正では、「民主主義」「共同責任」「包摂」「連
帯」「合法性」「多様性の尊重」「寛容性」「持続可能性」「存続」を原則としていることが明記され（第
1篇、第 2条）、住民投票（Plebiscito, Referéndum）や住民発議（Iniciatica Popular）など具体的な
市民参加の方法が規定された（第 3 篇）。詳しくは Flores(2005)pp.92-100、Sánchez Mejorada y 
Álvarez Enríquez(2003)pp.268-272 を参照のこと。
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